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はじめに 

2011 年 1～5 月に発生した金融機関を狙った強盗事件の被害総額が、約 8 億 2000 万円に上っている。6 億

円強奪事件を除いても被害額は 2 億 2000 万円に達し、2010 年の被害総額約 3700 万円の約 6 倍にもなる。さ

らに、1 件あたりの被害額は約 2000 万円で 2010 年の 20 倍、被害額が 1000 万円以上の事件についても 2010

年には発生していなかったものが、2011 年は既に 6 件発生している。犯行の特徴としては、出勤・帰宅中の

従業員を脅して通用口から侵入する手口が増加している。 

本レポートでは、以上のような犯行の凶悪化・被害額の増加に鑑みて、最近発生した 6 億円強奪事件に着

目し、企業が直面する犯罪リスクとその対策について記述する。 

1. 6億円強奪事件の概要 

2011 年 5 月 12 日未明、東京都立川市の「A 警備会社立川営業所」で金庫室から現金が奪われ、男性警備員

が重傷を追う事件が発生した。被害額は約 6 億 4000 万円（後日、5 億 9953 万円に修正）に上り、大半は市

内の現金自動預け払い機（ATM）などに使用される資金であった。同営業所は、某金融機関が現金の引き出

し用として多摩地区の出店店舗に渡す現金の配送を請負っており、毎日、営業所内に現金を運び込んで金庫

室で保管、翌朝から各店舗を車で回る配送業務を担っていた。警察庁によると、国内の現金強奪事件として

は、過去最高の被害額となった。 

事件の経緯は、12 日午前 3 時 5 分ごろ、宿直の男性警備員が営業所内で仮眠していたところ、北側にある

シャワー室の腰高窓から犯人である 2 人組の男が侵入した。犯人らは、男性警備員を暴行のうえ、金庫室の

暗証番号を聞きだし、現金入りの麻袋やカバンなど計 70 個を持って午前 3 時 20 分ごろ逃走した模様で、犯

行時間はおよそ 15 分とみられている。侵入経路となった北側の腰高窓は、2010 年 12 月ごろから鍵が腐食し

て壊れて以来、無施錠のままで、営業所の警報システムも電源が入っていなかった模様である。現場に警察

官が駆けつけた際、2 ヶ所ある出入り口のうち東側が無施錠であった。宿直した男性警備員は、東側出入り

口が施錠していたと説明し、事件直後に車が発進する音を聞いていた。こうした状況から捜査本部は、犯人

らが北側の窓から侵入後、営業所の東側出入り口から現金を運び出し、車で逃走したとみている。 

その後の経過は、6 月 1 日と 3 日に犯人のうち実行役である男 2 人が逮捕、17 日にはリーダー格の男 3 人

が逮捕、その後も次々と逮捕者が出て合計 10 人になった。しかし、8 月中旬時点で 3 億 7000 万円余りの現
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金の所在は不明である。 

2. 6億円強奪事件の現場状況 

2.1. 地形の状況 

事件現場周囲は平坦な地形であるが、南側に流れる多摩川に向かって 10m以上の下がり勾配がみられた（図 

1）。そのため、午前 3 時という時間帯でモノレール沿いの道路を南下して逃走したと仮定すると、追跡側は

逃走側を見失いやすいものと推察できる。 

 

図 1 現地地形図 

（出典：国土地理院ホームページ「電子国土」1に当社一部加筆） 

 

2.2. 周囲の状況 

事件現場は、JR 立川駅から南へ約 500m（徒歩 8 分程度）の共同住宅の 1 階にある。この共同住宅は、建

物周囲の東側を除く三方がコンクリート塀に囲まれており、唯一コンクリート壁の無い東側も、道路を挟ん

で所在する都立高校グラウンドは、路面から 2m ほどまで敷地内が覗けないような目隠しをされている。そ

のため、外部からは「見えにくい」環境が形成されている（表 1）。 

筆者は、過日、事件現場の実地調査を実施した。現場周辺は住宅街で、平日午後 5 時 30 分ごろであったが、

人・車の往来は少なく感じた。そのため、事件のあった午前 3 時過ぎにおいても、暗くて人通りは少なく、

目撃者は極めて少ない状況であったと推察できる。 

当現場は東側で片側 1 車線の道路 1 本に面している。また、西側には共同住宅など比較的建物高さが大き

な建物を挟み、モノレール沿いの比較的大きな道路が設置されている。西側道路から当現場を確認すること

は困難である。そのため、人や車が「入りやすくて、見えにくい」環境が形成され、後述する「犯罪機会論」

でいうところの「危険な場所」に該当しているといえる。 

                                                           
1 この背景地図等データは、国土地理院の電子国土 Web システムから配信されたものである。 

事件現場 
   勾 

  配 
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表 1 周囲の状況 

方 向 状   況 視認性 

北 側 空地→他社敷地（空地） 困 難 

東 側 道路→都立高校グラウンド 困 難（グラウンド側から） 

南 側 民家→道路（奥多摩街道）→住宅地 困 難 

西 側 東京電力変電所 困 難 

2.3. 建物空地 

道路に面する東側を除く三方の敷地境界沿いには、2m 以上のコンクリート塀が設置されている。現地で北

側を確認したところ、塀と建物との間には幅 3m 弱の通路（コリドー）が設置されている。本事件では、こ

の通路側の腰高窓から侵入したとのことであるが、塀で道路からは視認できないため、侵入は容易であった

ものと推察する。 

（図 2 事件現場の見取り図：掲載許諾期限終了のため削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.4. 警備の状況 

同社本社によると、営業所では通常、午後 10 時から翌朝 6 時までの夜間勤務は宿直が 1 人になるとのこと

であった。立川営業所で犯人が侵入したとみられる窓の錠が壊れているのは、本社で把握されていなかった。 

東側道路に面している出入口は、全面がガラス張りであったものの、フィルムなどで目隠しされていた。 

事件当時の報道によると、出入口付近に監視カメラが設置されていたとのことであったが、実地調査におい

て設置状況は確認できなかった。営業所内にも人気はなく、既に撤収したものと推察した。 

2.5. 被害警備会社の過去の被害暦 

同社が受けた過去の被害は、本強奪事件を除き 2 度にわたっていることが明らかになっている。 

1 度目は、2003 年に多摩地区の各店舗から現金を収集し、某金融機関の拠点へ輸送する 3 日の間、現金を

積んだままの輸送車を都内の駐車場に止めている間に、車中から約 1 億 5000 万円が盗まれる窃盗事件の被害

を受けた。 

2 度目は、2008 年に都内の路上パーキングに駐車中の現金輸送車から、約 6900 万円が盗まれる窃盗事件の
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被害を受けた。 

2.6. 現場写真 

実地調査時に撮影した事件現場周辺の写真を、以下に掲載する。 

 
図 2 写真撮影配置図 

（出典：国土地理院ホームページ「電子国土」2に当社一部加筆） 

【写真 A】 【写真 B】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

同社営業所入居建物（営業所 1階） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

同社営業所出入口（東側）＜逃走経路＞ 

  

                                                           
2 この背景地図等データは、国土地理院の電子国土 Web システムから配信されたものである。 
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【写真 C】 【写真 D】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出入口（東側）正面① 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出入口（東側）正面② 

【写真 E】 【写真 F】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出入口（東側）正面③（全面ガラス張り） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出入口（東側）正面④（②の拡大） 

【写真 G】 【写真 H】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

建物北側 1 階 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

同左 拡大図 

出入口 

犯人が侵入した 

腰高窓 
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【写真 J】 【写真 K】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

建物北側 全景 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

同左（塀で 1 階部分が隠されている） 

【写真 L】 【写真 M】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

建物東側 道路（片側 1 車線道路） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

同左 全景（写真右：都立高校グラウンド） 

【写真 N】 【写真 P】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

建物南側 道路（奥多摩街道） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

同左（写真右：南隣の民家） 
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【写真 Q】 【写真 R】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

建物西側 （正面：東電変電所正門） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

モノレール沿いの大きな道路（立川駅方面を望む） 

【写真 S】 【写真 T】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

モノレール沿いの大きな道路（南方を望む） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

大きな道路沿いの集合住宅（現場建物を遮蔽） 

3. 6億円強奪事件に対する考察 

本事件は、巧妙かつ計画的な犯罪であるが、被害者側の警備会社にもいくつかの問題点があり、その弱点

を狙われた犯罪であるといえる。セキュリティの世界標準である TAPA 基準3をもとに当社が作成した「企業

の防犯チェックリスト（表 2）」に照らしてみると、その欠点が明らかになってくる。 

TAPA 基準は、LSI など非常に高価でかつ軽量・コンパクトな貴重品を輸送･保管する際に守るべきセキュ

リティ条件を定めている。実際には、防犯設備の機能・設置方法など 26 の項目に 78 の要求条件を規定した

詳細な審査項目がある。表 2 に示す 7 項目は、主なセキュリティ要求をまとめたものであるが、驚くことに

本事件ではすべての項目で、不可または一部不可の判定となった。 

 

                                                           
3 TAPA(Transported Asset Protection Association：物流資産保全協会)の貨物セキュリティ要求事項。 

コンクリート塀 

（1 階を遮蔽） 



NKSJ-RM レポート ｜ Issue 60 ｜ 2011 年 9 月 21 日 

Copyright © 2011 NKSJ Risk Management, Inc. All rights reserved. ｜ 8 

表 2 企業の防犯チェックリスト 

No． チェック項目 判定 状 況 

1 
境界：敷地境界にフェンスとスチールゲートおよび

侵入警報センサーを設ける。 
× 

敷地境界はオープンであり、誰でも侵入

できた。 

2 
建物：24 時間 365 日のオフサイトの機械警備で建物

周囲を監視･録画する。 
× 

防犯カメラに死角があった。犯人は、下

調べにより、死角に車を止めた。 

3 
ドア：すべての出入り口は電子錠と監視カメラで入

退出を管理･記録する。 
△ 監視カメラに死角があった。 

4 
窓：すべての窓は鉄格子および侵入警報センサーを

設ける。 
× 窓の鉄格子は無く、鍵は壊れていた。 

5 
屋内：屋内のすべての廊下および重要な部屋は侵入

警報センサーを設ける。 
× 侵入警報センサーはオフになっていた。 

6 
金庫：金庫室の周囲の廊下・部屋･前室は監視カメラ

で 24 時間 365 日監視･録画する。 
△ 監視カメラに死角があった。 

7 
金庫：金庫室の扉は、タイマー錠を用いて勤務時間

以外は開かない仕組みとする。 
× 

犯人は、警備員をナイフで刺して、ダイ

アル番号を聞きだし開錠した。 

（出典：TAPA 基準をもとに当社作成） 

 

さて、このセキュリティ条件を自分の会社に当てはめてみたとき、自分の会社は大丈夫と安心できる会社

は、どれほどあるのだろうか。本強奪事件のような 6 億円の現金は扱わないにしても、顧客情報など会社の

命運を左右する機密情報があり、ましてテロ行為に対してもまったくの無防備では、会社としての責任が果

たせない時代である。基本的なセキュリティ対策は、必須条件としてどの会社でも準備する必要がある。 

次章からは、企業が抱える犯罪リスクとそのセキュリティ対策に焦点をあてる。 

4. 企業に潜在する犯罪リスク 

4.1. 企業が直面する犯罪リスク 

金融機関に限らず現代の企業は、犯罪の脅威に日々さらされているといえる。現代型といわれる犯罪には、

凶悪な強盗や手口の荒い窃盗団による犯罪、IT 化に伴うハッキング犯罪、さらには無差別殺人やテロリズム

の危険なども無視できない。また、会社内部にあっても、内部犯行・機密情報の持ち出しといった行為にい

たっては、注意しないと自らが加害者になる危険すらある。 

実際、日本の治安悪化に対する国民の不安感が近年増加している。内閣府が 2006 年 2 月に実施した「社会

意識に関する世論調査」によると、日本社会で悪い方向に向かっていると感じる分野として「治安」を挙げ

る人が最も高く、翌年以降も上位に挙げられている。 

4.1.1. 現代型の犯罪の特徴 

日本国内で増加している刑法犯罪の特徴を以下に挙げる。 

①少年や外国人による犯罪が増加している。 

②凶悪犯罪が増加している。（殺人、強盗、暴行、放火など） 

③従来、東京や大阪など大都市でより多く発生していた犯罪が、人口比で見ると日本全国で分散して起

こるようになってきた。 など 

いうならば、世界一安全な国といわれた日本で、凶悪事件に巻き込まれるリスクが、誰にでも、どの企業

にも存在する時代になったということである。 
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4.2. 企業防犯の課題 

2005 年に社団法人日本経済団体連合会が「安全･安心な地域社会作りに向けて～企業の防犯への取組みと

課題～」を発行した。その中では、産業界が行うべき防犯対策について、企業が本来業務において積極的に

取組む例として、「施設内における犯罪対策」を挙げ、さらに、国や地方自治体、地域社会が主体的に行い、

産業界が支援する例として、「地域としての犯罪抑止活動の推進」、具体的には「地域安全マップの作成」な

どを挙げている。 

すなわち、防犯対策は企業の自衛策はもちろん、地域で守ることが有効であり、企業も CSR を意識し、積

極的に地域安全に参加する義務があると宣言した。 

さて、報告書はもう一点、「個人の自衛」が、治安･防犯の前提であるとも指摘している。個人の「防犯力」

が向上しなければ、どんな高価な防犯設備をつけても無駄になる。従業員教育のカリキュラムに防犯が必要

になってきている。 

企業を取り巻く犯罪は、その種類や形態は多岐にわたる。守るべき資産や業務の運用形態・規模により、

自社に重大な損害を与える犯罪は多種多様で、時代によっても犯罪の手口は変化する（表 3）。 

また、このような多様化した犯罪に対して企業が対抗できる力をつけるには、従来のような個々の対策の

みではなく、科学的理論に裏付けられた統一された手法の活用が求められる。 

後述する「犯罪機会論」は、世界中で、その効果が認められており、わが国でも普及が進んでいる理論で

ある。ハード対策であってもソフト対策であっても、一貫したキーワードは「機会＝チャンス」である。場

所に着目することにより、犯罪の予測が可能となり、「犯罪を発生させない環境」「犯行に都合の悪い環境」

を意識的に作り出せばほとんどの犯罪を未然に防止でき、結果的に効果的な防犯対策につながるものとなる。 

 

表 3 凶悪化・高度化する犯罪パターン 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：損保ジャパン・リスクマネジメント, 2008 年, 「企業の防犯セキュリティ対策――企業の防犯対策！危険を予

測し、犯罪の機会を封じる！」『SAFETY EYE』No.35, p17, 表 1） 

5. 犯罪対策理論 

5.1. 「犯罪原因論」 

「犯罪原因論」とは、不審者や犯罪者といった「人」に注目して、犯罪の原因を突き止め、それを除去す

ることで犯罪を防止しようという考え方である。1970 年代までの英米では、この考え方に基づく各種の施策

が実施されてきたものの犯罪の増加を食い止めることができなかった。 
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5.2. 「犯罪機会論」 

これに対して、「犯罪機会論」とは、「場所」に注目して犯罪の機会（すなわち犯罪しやすい状況）を減ら

すことによって犯罪を未然に防止しようとする考え方である。英米では、1980 年代以降に犯罪予防のよりど

ころとなっている。 

犯罪を実行しようと考える者は、成功しそうな場合にのみ、犯行に及ぶ。さらに具体的には、犯罪者は「犯

罪が成功しそうな場所」（図 4）を選んでいる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3 犯罪が成功しそうな場所と失敗しそうな場所 

 

犯罪が起こりやすい場所を見極めるためには、単にこわい場所とか寂しい場所とか漠然と考えるのをやめ

て、科学的な判定基準を確立して「入りやすく見えにくい」というキーワードを意識することが犯罪機会論

の要諦である。 

5.2.1. 犯行防止のメカニズム 

（１） 犯罪に強い 3要素 

犯罪機会論に基づいて、犯行に都合の悪い状況を生み、犯罪の機会を減らすメカニズムを図式化すると、

図 4 のようになる。「犯罪に強い 3 要素」は、「領域性」、「監視性」、「抵抗性」である。まず、物理的・心理

的なバリア（領域性）があれば標的への接近を防げる（図 4 の 1）。次に、犯罪者が標的の勢力圏の内側に入

り込んでも、目撃・通報される可能性（監視性）が高ければ犯行に移る動きを阻止できる（図 4 の 2）。さら

に、犯罪者が標的に近づいて犯行に及んでも、犯行に対抗する強度（抵抗性）が高ければ被害を防げる（図 4

の 3）。 
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図 4 犯行抑止のメカニズム 

（出典：小宮信夫, 2005 年, 『犯罪は「この場所」で起こる』, 光文社, p49, 図 3 に当社一部加筆） 

 

「犯罪に強い 3 要素」を、ハード要素（防犯設備）とソフト要素（人間）に分ければ、表 4 のように考え

られる。管理意識・縄張り意識・当事者意識を高めることによって、職場や社会のセキュリティを高めるこ

とができる。 

 

表 4 犯罪機会論に立脚した「犯罪に強い 3要素」の関係 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：小宮信夫, 2005 年, 『犯罪は「この場所」で起こる』, 光文社, p.99, 表 2 を当社にて一部修正・加筆） 

 

（２） 抵抗性を高める工夫 

抵抗性を高める工夫は、犯罪者の標的である物や人に対して施されるものである。例えば、一つのドアに

二つ以上のカギを取り付けたり、自動車にハンドル・ロックを装着したりすれば、標的が強固になり被害を

受けにくくなる。もっとも、ハード面の抵抗性（恒常性と呼ぶ）を高めてもソフト面の抵抗性（管理意識と

呼ぶ）が低ければ、抵抗性が高いとはいえない。例えば、施錠管理がおろそかで、外部から見える場所に金

①フェンスを設けて領域性を高めれば、犯罪者は

標的に接近できない。 

②仮に対象区域に侵入しても、監視性の威嚇効果によ

って犯罪者は犯行を思いとどまる。さらに、速やかに

警備員が対応すれば排除できる。 

③あえて犯行に及んだ場合でも、抵抗性によって犯罪者

は目的を達することができない。犯行に手間取るので、

警察が駆けつけて阻止できる。 
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品を放置すると、犯罪者の標的にされる可能性が高まる。逆に、管理意識が高ければ、抵抗性も高まる。例

えば、保管数量が定められた保管庫は、そこから盗めばすぐにわかるので、犯罪者の標的にはなりにくいと

考えられる。 

（３） 領域性・監視性を高める工夫 

領域性と監視性を高める工夫は、場所に注目してセキュリティを高めることである。犯罪者は、物理的・

心理的なバリアによって領域性が高められた場所では、標的への接近を躊躇（ちゅうちょ）・断念する可能性

が高い。つまり、領域性が高ければ、犯罪者を締め出すことができる。また、犯罪者は、視線を遮る物がな

く、監視の目が光っている場所では、犯行を躊躇・断念する可能性が高い。したがって監視性が高ければ犯

罪にブレーキをかけることができるので、安全な場所を作り出すことができる訳である。 

6. セキュリティ対策 

6.1. ゾーニング 

 必要なセキュリティレベルに応じて、段階的にゾーンを定義し、外側のゾーンで内側のゾーンを守る。こ

れを「ゾーニング」と呼ぶ。オフィスを例に取ると、次のように 3 種類のゾーン（表 5・図 5）を設定して、

順に外から内側に向かってセキュリティレベルを高めることによって、中心のセキュリティゾーンを確実に

守る。 

 

表 5 ゾーン定義 

ゾーン 定義 室名の例 

①P ゾーン 

：Public Zone 

外部の第三者は自由に出入り可能なゾーン。敷地境界

はフェンスで明確に区切る（領域性）。不審者を監視し

て、排除できる（監視性）。 

玄関、受付、エレベーターホール

などビル共用部など 

②B ゾーン 

：Business Zone 

社員および許可された者だけが出入りできるゾーン。

この中では会社の機密情報を扱うことができる（領域

性、監視性、抵抗性を備えるエリア）。 

オフィス内、応接室、会議室など 

③S ゾーン 

：Security Zone 

重要エリアで限定した登録者だけが出入できるゾー

ン。金庫室のように堅固な壁、扉で侵入を阻止できる

（抵抗性）。 

金庫室、サーバールームなど 

 

ゾーニングの例を図 5 に示す。P＜B＜S の順に入れ子に配置してセキュリティを厳しくする。オフィスス

ペースに 3 重のセキュリティ区画を設けて、取り扱う情報や貴重品のセキュリティ必要性に従ってゾーン分

けし、それぞれに必要なセキュリティレベルを確保する仕掛けとする。 
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図 5 ゾーン定義 

 

6.2. ハード・ソフト両面におけるセキュリティ対策 

ハード・ソフト両面におけるセキュリティ対策の具体例を表 6 に示す。以下の対策を現地状況に応じて適

切に用いることによって、職場や社会のセキュリティを高めることができる。 

 

表 6 犯罪に強い 3要素を意識した対策例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：損保ジャパン・リスクマネジメント, 2008 年, 「企業の防犯セキュリティ対策――企業の防犯対策！危険を予

測し、犯罪の機会を封じる！」『SAFETY EYE』No.35, p.18, 表 2） 

 

7. 本強奪事件現場において考えられる対策例 

本件を例として具体的な対策例を示す。対策の方針は次の 3 点である。 

①施設の「領域性」・「監視性」・「抵抗性」を高める。 

②多層防護（多重防護）の実現により、事件発生時の被害を最小にする対策を準備する。 

Ｐゾーン 敷地 

ロビー Ｂゾーン 

Ｓゾーン 

敷地境界：フェンス 

建物の外壁 

ゲート設置による領域性の確保 

入口 
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③最新の IT 技術を用いた防護システムの採用により、独立した 2重以上の監視と、事件発生時の 

即応体制を実現する。 

ただし、以下の対策例は防護対象がマンションの 1 階である特殊事例を考慮しない一般的なものである。 

7.1. ゾーニングと監視設備 

安全性を高めるために、以下の 3 ゾーン（図 6）に分けて考察する。 

①Pゾーン（緑のゾーン）：夜間は、関係者以外は侵入を禁ずる。 

（注：実際には、本件はマンション 1 階なので、上階の住人に配慮する必要があり、駐輪場への門扉

の鍵は適宜ルールを決めることから、実現が困難な事項もある。） 

【ハード】 

・敷地境界にフェンスと侵入検知用センサーを設ける（領域性、監視性） 

・建物 4 周を防犯カメラで監視する（監視性） 

・道路に面した駐車場にはシャッター、駐輪場入口には鋼製門扉を設ける（領域性、抵抗性） 

【ソフト】 

・敷地境界で侵入者を排除できるのが最も望ましいセキュリティ対策である 

・境界を超えた侵入者は、即時感知し屋内の警備員（または警備会社）に警報を出し、防犯カメラで

状況を確認する。必要に応じて、パトライトや音声による警告を行う 

②Bゾーン（黄のゾーン）：建物内であり、関係者以外の侵入は絶対に排除すべきである。 

【ハード】 

・出入り口はスチールドアに二重錠と、電子キー、開閉センサーを設ける（領域性、監視性、抵抗性） 

・窓は、鉄格子または鋼製シャッターと、二重錠、開閉センサーを設ける（領域性、監視性、抵抗性） 

・室内は、エリアセンサー（侵入センサー）を設ける（監視性） 

・屋内の監視カメラで外部警備会社や本社警備センターから状況把握できるようにする 

【ソフト】 

・侵入を図る者は、即時排除できるよう、警備会社からの応援派遣、警察への通報を実施し速やかに

対処する（縄張り意識） 

・昼間（営業時間内）は、許可された運搬警備員などが出入するエリアとする（縄張り意識） 

・夜間は、無人のエリアとして、エリアセンサー（侵入センサー）で警戒する。警報は、宿直者（安

全な S ゾーンにいる）および外部警備会社や本社警備センターに同時に送信する（多重防護） 

③Sゾーン（赤のゾーン）：金庫、前室、事務スペースなど、営業所員以外は入室を禁ずる。 

【ハード】 

・金庫は十分な強度を設けて、警察が駆けつけるまで持ちこたえる性能（防盗性能 30 分～1 時間以上）

を持たせる（抵抗性） 

・金庫には前室を設けて、二重錠と・電子キー・開閉センサーを設ける（領域性、監視性、抵抗性） 

・事務スペースは、情報のセキュリティと所員の安全を守る砦であり、ドアや室内窓の防護性を十分

に高める。さらに、強盗・放火犯に対処するため、避難出口を設けて二方向避難*1 を確保する 

（注*1：ガソリンをまいて放火する悪質な強盗対策） 
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・夜間の警備員、宿直員の安全も S ゾーンで確保する 

・室内は、監視カメラで外部警備会社や本社警備センターから状況把握できるようにする（監視性） 

・また、作業を録画して事件発生の際の分析や、所員のアリバイ証拠として活用する 

【ソフト】 

・昼間は、金庫や前室への搬入にあたっては営業所員の立会いのうえ許可するなどのルールを定める 

・タイマー錠で夜間や休日は金庫が開かないようにすることも有効である*2（抵抗性） 

（注*2：脅迫やトリックによる開錠を防止する対策） 

・多重防護を図る目的で、警報は独立した 2 箇所に送信する。警報システム／電源／通報回線も独立

させて、事件や妨害のリスクを排除する（多重防護） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6 ゾーニング 

 

7.2. 犯罪の知能化・凶悪化と多重防護による抑止 

次章に示す英国の例のように、窃盗犯は①集団で②十分な装備を用意し③内部情報を入手して犯行計画を

立て、さらには④関係者を人質にするなどのあらゆる悪質手段を使う危険が日本でも高まっていると考えら

れる。 

防犯設備や対策に必要な経費も高額になりがちであるが、ここでもう一度「犯罪機会論」を用いると、コ

ストパフォーマンスの高い防犯対策を実施できる。つまり、犯罪を実行しようと考える者は、成功しそうな

場合にのみ犯行に及ぶという性質を利用して、建物を適切に防護し、犯罪者が敬遠する建物とする。 

建物は、フェンス・鋼製門扉・窓のシャッター・防犯カメラなどで、領域性と監視性が高いことをアピー

ルする。さらに多重防護を取り入れれば、脅迫やトリックによる犯罪も失敗の可能性が高いと判断して、狙

わないわけである。 

S ゾーンは、金庫室、
前室、事務スペース 

B ゾーンは作業
スペース 

P ゾーンは敷地
境界で守る 
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8. 過去の盗難事件例 

8.1. 国内の事例 

日本国内では、被害額約 5 億 5000 万円の栃木県の事件が過去の最大被害額であった。 

 

表 7 6億円強奪事件、栃木 5億円事件、3億円事件との比較 

項目 6 億円強奪事件 栃木 5億円事件 3 億円事件 

警備員の数 1 人（仮眠中） 2 人（現金計数中） 2 人（現金輸送車） 

実行犯の数 2 人 5 人 1 人 

状況と凶器 

シャワー室の窓から侵入し

た犯人は、仮眠中の警備員を

ナイフで刺して金庫のダイ

アル番号を聞き出した。侵入

から逃亡まで 15 分の早業だ

った。 

2 人で計数中に、窓から侵入

した犯人が拳銃で脅して縛

り上げた。 

ダイナマイトが仕掛けられ

ているので逃げろとだまし

て車を奪った。 

狙われた点 

（油断点） 

鍵の壊れた窓から侵入され

た。一人で仮眠中に襲われた

機械警備はオフになってい

た。 

窓から侵入された。 
白バイと思い込んで指示に

従った。 

後日談 

合計 10 人が逮捕されたが、

盗難金全額は見つかってい

ない。事件には 10 名以上の

共犯者がいた模様。 

元暴力団の日本人グループ

と中国人による広域強盗団

による犯行と判明。一部の犯

人は逮捕された。 

未解決。 

すでに時効が成立している。 

犯行 

総じて、実行犯と多くの共犯が存在し、内部事情を含めて周到な下調べと計画のもとに、犯

行が実行されている。下調べに当たっては、現金の多寡、建物･警備の状況、作業の時間を

含む詳細な内容を、元従業員などの内部情報を持つ者から買収･脅迫などあらゆる手段を用

いて聞きだしたと考えられる。 

 

8.2. 海外の事例 

過去における、世界最大の強盗被害額は、2006 年に英国イングランド銀行で起きた強盗事件で、被害総額

は 5310 万ポンド（当時レート：約 103 億円）であった。 

 

表 8 海外の強盗事例 

内容 損害額 発生年月 場所 

武装グループは少なくとも 6 人で警察官を装い、イングランド銀

行（中央銀行）の、現金を保管管理している警備会社の責任者を、

偽装した警察車両に拉致し、別のグループがその妻と息子を人

質。そして銃で脅し現金を保管している金庫を開けさせて現金を

奪い逃走。同国の強盗被害額としては過去最高規模。 

103 億円 2006/2 英国 
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